様式第３号
受　託　研　究　契　約　書
　学校法人加計学園（以下「甲」）という。）と委託者  　　　　　　　　　　 （以下「乙」という。）とは，次の条項によって受託研究契約を締結する。
第１条　甲は、次の受託研究を乙の委託により実施するものとする。
  １　研 究 題 目　　 　：　
  ２　研究目的及び内容　：
  ３　研　究　費　　　　：  金　　　　　　　　　　　　　円
  ４　研 究 期 間　　　 ：  令和　　年　　月　　日　から 令和　　年　　月　　日までとする
  ５　研 究 担 当 者　　：
  ６  提 供 物 品　　　 ：
第２条　乙は、前条の研究費を令和　　年　　月　　日までに甲の指定する場所に納付するものとする。
第３条　甲は、乙が納付した研究費は、これを返還しないものとする。ただし、やむを得ない事由により　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　受託研究を中止し、又は延期する場合において、甲が必要と認めるときは、未支出の研究費の範囲内で　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　その全部又は一部を返還することがある。
第４条　甲は、乙が納付した研究費に不足が生じた場合には、乙と協議し、その不足額を乙に負担させる　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　ことができるものとする。
第５条　乙は、第１条の受託研究を一方的に中止することはできないものとする。
第６条　研究費により取得した設備備品等は、甲に帰属するものとする。
第７条　甲は、やむを得ない事由があるときは、受託研究を中止し、又は研究期間を延長することができ　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　

　る。この場合において、甲はその責を負わない。
第８条　第１条の提供物品の搬入及び裾付けに要する経費は乙の負担とする。
第９条　甲は、受託研究が完了したときは、提供物品を研究完了時点の状態で乙に返還するものとする。　　　　　　　　

　この場合において、撤去及び搬出に要する経費は、乙の負担とする。
第10条  提供物品にかしがあつたことに起因して甲が損害を受けたときは、乙は、甲の損害を賠償する　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　ものとする。
第11条  甲は、受託研究が完了したときは、その結果を乙に報告するものとする。
第12条  受託研究の結果を公表するときは、原則として乙の了解を得て、甲が行うものとする。
第13条　受託研究の結果生じた知的財産権の帰属に関しては、甲乙で協議する。
第14条  この契約の条項その他に疑義が生じたとき、又はこの契約の内容を変更しようとするときは、　

　甲乙協議の上定めるものとする。
　以上の契約の成立を証するため、本契約書を２通作成し、双方記名捺印の上、それぞれ１通を保有する。
      令和　　年　　月　　日
                　 甲  岡山市北区理大町１番１号
                         学校法人　加　計　学　園
                           理事長　　加　計 　　晃　太　郎    印
                   乙　 住　所
                      　氏　名                                印
                     　　 (名称､代表者)
